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完成予想図

不同沈下対策伸縮可撓継手の要求性能

埋設管路に不可避な不同沈下現象
管路はプラント施設内で生成された物体を他の場所に運ぶためのもの

であり、施設出口で構造物に接続される。一般的に構造物はその重量に
よる沈下を防止するために基礎杭を打って沈下を抑制するが、管路は周
辺地盤との重量差が小さいため地盤内に直接埋設される。
埋立地や人工改変地など地盤強度が小さな所では、構造物周辺の地盤

が沈下する懸念は避けることができず、結果的に杭支持で殆ど沈下しな
い構造物と埋設管路の間に地盤沈下量の差、いわゆる不同沈下が生じる
ことになる。上記の不同沈下は竣工直後から進行し地震発生前に沈下は
終息していると考えられる。一方、地震時に地盤液状化が発生する所で
は、液状化した地盤の浮力で管路が浮上したり、間隙水圧消散後の地盤
沈下に伴って管路・地盤間に不同沈下が発生する。
このような、不同沈下による埋設管路および地下構造物連結部の破断

を回避する対策工法として不同沈下発生個所に伸縮可撓継手を挿入して、
その相対変位を吸収する工法がある（下図参照）。
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不同沈下状態の伸縮可撓継手に対する耐震性能
地震頻発国である我が国では、不同沈下を吸収目的で設置した伸縮可継手にも地盤震動や地盤変状と

いった強制変位が追加的に作用する。とくに、地盤震動は管軸方向変位であり、その大きさは最大でも
200mm以下と推定されるので、不同沈下後の伸縮可継手にそれだけの伸縮余力が無ければならない。伸縮
余力のない伸縮可撓継手の場合は、2つ以上の継手を直列に連結するなどの対策が取られる。
一方、地盤変状の場合は、断層変位や地盤液状化あるいは地滑りなどに遭遇すると数センチから数メー

トルに及ぶ予測の困難な強制変位が作用する事態となる。このような大変位に対しては、伸縮可撓継手の
性能限界を正しく認識して伸縮可撓継手が吸収できる範囲内の変位に対しては耐震性能を保証するが、そ
れを超過する大変位に対しては、伸縮可撓継手以外の対処方法を検討するという設計戦略となる。現在で
は大変位に対応すべく様々な対策が考案されており、たとえば断層横断箇所では管路破断を回避するため
に、断層線の両側に屈曲性能に特化した伸縮可撓継手を設置する工法が検討されている。さらに、昨年の
能登半島地震での水管橋橋台背面の崩壊による管路破壊事例を教訓に、多軸方向の大変位伸縮性能に優れ
た伸縮可撓継手の適用可能性も検討されている。

図 伸縮可撓継手設置例


